
平成２９年度研究開発成果概要図 （目標・成果と今後の成果展開）

２．研究開発の目標

３．研究開発の成果

１．研究課題・受託者・研究開発期間・研究開発予算
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様式１－４－３(29-2)

◆課題名 ：ソーシャル・ビッグデータ利活用・基盤技術の研究開発
◆個別課題名 ：課題Ａ ソーシャル・ビッグデータ利活用アプリケーションの研究開発
◆副題 ：気象データ・地域ソーシャルデータを活用したリアルタイムデータ解析技術の研究開発

◆実施機関 ：エヌ・ティ・ティアドバンステクノロジ（株）
◆研究開発期間：平成26年度～平成29年度（4年間）
◆研究開発予算：総額80百万円（平成29年度 20百万円）

採択番号：178A01

観光、防災・減災を目的として必要な情報を必要な人にリアルタイムに伝達する新たな情報伝達システムの実現
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研究項目：リアルタイムデータ解析基盤技術の開発

研究項目：リアルタイム行動分析結果を用いたソーシャル
データ活用の実証

1-①必要な人に必要な情報をタイムリーに提供することを目指し、人の動線・行動
から属性を推定するデータ解析技術を開発し、JOSE上に構築した。
（推定精度は目標の７割近い精度で達成し、動線・行動のデータ解析技術の基
本モデルを確立、１モニタあたりの属性推定処理時間１秒以下と防災等を想定し
たリアルタイム性を確保）

1-②事業導入に向けたサービス検討として、利用者の属性に応じた有効な配信情
報および配信方法の検討を行い、利用者属性に応じた観光防災情報配信を行う
ためのシステムを構築し、その有効性を検証した。
（収集したデータを元にリアルタイムに属性分析を行いつつ、状況に応じた情報
配信を行う基本モデルを確立 、配信対象モニタ数 217組、配信情報数 1830件、
開封率86% ）

1-③高密度気象予測の実現にむけて、人の行動に関連がある気温を対象に物理
センサの空間補完として基本処理方式を確立（物理センサ数を半減させた環境
で平均誤差0.28℃）

2-① 観光施設でリアルタイム行動解析の実証実験を行い、多属性のモニタ（ベ
ビーカー、高齢者、市内在住／県外在住、初回来園者／リピーターなど）の行
動データを収集し、収集したデータを元に属性分析を行いつつ、属性に応じた情
報の配信を行った。 （総実証実験期間:29日間、総モニタ数:1201組）

2-② 実証実験から得られた観光施設利用者の行動解析結果ならびに気象変化
による行動変化の解析結果を自治体に提供した。

全体構成と各研究項目の関係図



４．特許出願、論文発表等、及びトピックス
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国内出願 外国出願 研究論文 その他研究発表
プレスリリース

報道
展示会 標準化提案

１
( １ )

０
( ０ )

０
( ０ )

４
( １ )

２
( ０ )

０
( ０ )

０
( ０ )

※成果数は累計件数、（ ）内は当該年度の件数です。

５．研究開発成果の展開・普及等に向けた計画・展望

（２）2017年電子情報通信学会ソサイエティ大会にて公演
2017年9月12日（火）に東京都市大学 世田谷キャンパスで開催された「電子情報通信学会ソサイエティ大会」において、「気象データ・地域ソー

シャルデータを活用したリアルタイムデータ解析技術の研究開発」のテーマであるリアルタイム行動分析技術の一つとして実施した「状況認識手法

の検討」の概要を紹介した。

（１）国内出願
本研究開発の成果である、行動のパターンから特徴的な属性を推定し、過去に推定した行動パターンと属性推定結果を記憶し新たな来訪者に

対してもリアルタイムに行動パターンと属性の推定を行うとともに、推定された行動パターンと属性を用いて配信する情報や配信地域を自動的に
選択・変更する防災情報伝達配信を行う方法および装置について、発明の名称「防災情報伝達配信方法および装置」として、特許出願済である。

本研究開発で検証された技術は、本研究の受託者であるＮＴＴアドバンステクノロジが先行してビジネス展開を進める防災情報伝達システムに属性推
定、行動分析という新たな機能を付加することで、既存防災情報伝達システムの価値を高め、相乗効果により自治体への導入を加速させることができ
ると期待される。
本研究成果である観光、防災・減災のための防災情報伝達システムを今後５年間に100自治体へ導入することを目指す。

（３）その他
上記の国内出願、その他研究発表以外に、実証実験を実施した自治体へ実証実験の計画説明および成果報告を実施した。

（計画説明、速報、成果報告の計３回）
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